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今年10月から受付開始
消費税「適格請求書発行事業者」
の登録申請上の留意事項

デロイト トーマツ税理士法人
税理士

纐纈　明美

こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●2021年10月から「インボイス制度」に係る適格請求書発行事業者の登録受付
が開始する。登録は任意のため、取引先の状況、適格請求書発行事業者の義
務を理解したうえで、登録の要否を判断し、インボイス制度開始に向けての準
備を進める必要がある。

●インボイス制度に係る適格請求書発行事業者の義務は、登録番号、消費税率、
消費税額等の一定の記載要件を満たす「適格請求書等」、および「適格返還請
求書」の交付および保存である。

●インボイス制度開始後の仕入税額控除では、原則として免税事業者からの課税
仕入れについては仕入税額控除がとれなくなるが、一部仕入税額控除が認めら
れる経過措置の６年間（2023年10月１日～ 2029年９月30日）の仕入税額控
除の計算について、システム改修等の検討が必要である。

２
０
２
１
年
10
月
か
ら「
適
格
請
求
書

等
保
存
方
式
」（
い
わ
ゆ
る「
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
」）に
係
る
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
登
録
受
付
が
開
始
す
る
。
登
録
受
付
開

始
に
先
立
ち
、
２
０
２
１
年
７
月
に
は
、

「
消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除
制
度
に
お
け

る
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
に
関
す
る
Ｑ

＆
Ａ（
令
和
３
年
７
月
改
訂　

国
税
庁
軽

減
税
率
・
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
対
応
室
）」

（
以
下
、「
国
税
庁
Ｑ
Ａ
」と
い
う
）が
改
訂

さ
れ
、
電
子
デ
ー
タ（
電
磁
的
記
録
）の
保

存
に
係
る
電
子
帳
簿
保
存
法
の
改
正
の
反

映
や
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録

関
連
等
の
内
容
も
追
加
・
改
訂
さ
れ
て
い

る
。
ま
た
、
国
税
庁
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
公
表
サ
イ
ト（
以
下
、「
公
表
サ
イ
ト
」

と
い
う
）に
お
け
る「
Ｗ
ｅ
ｂ
─
Ａ
Ｐ
Ｉ
機

能
等
」の
仕
様
も
公
開
さ
れ
た
。

２
０
２
３
年
10
月
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

開
始
ま
で
残
り
約
２
年
と
な
る
が
、
登
録

に
あ
た
っ
て
は
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

に
課
さ
れ
る
義
務
を
確
認
し
、
適
格
請
求

書
発
行
に
係
る
シ
ス
テ
ム
対
応
等
の
準
備

を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
す
べ
て

の
課
税
事
業
者
が
対
応
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
仕
入
税
額
控
除
の
変
更
点
に
つ
い
て

も
、
シ
ス
テ
ム
対
応
や
社
内
の
チ
ェ
ッ
ク

体
制
等
の
準
備
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

本
誌
２
０
２
１
年
２
月
10
号（
№
１
６

０
２
）に
お
い
て「
適
格
請
求
書
等
保
存
方

式
の
概
要
と
実
務
上
の
留
意
点
」を
掲
載

し
た
が
、
本
稿
で
は
、
特
に
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
の
登
録
に
あ
た
っ
て
の
留
意

点
に
焦
点
を
当
て
て
解
説
を
行
う
⑴
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

⑴　

当
該
記
事
の
意
見
に
わ
た
る
部
分
は
筆
者
の
私
見
で

あ
り
、所
属
す
る
組
織
の
公
式
見
解
で
は
な
い
。

制
度
概
要

「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
」と
は
、
買

手
側
の
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と
し
て
、

原
則
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
か
ら
交

付
を
受
け
た
適
格
請
求
書
等
の
保
存
を
必

要
と
す
る
制
度
で
あ
る
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
登
録
制
と

な
っ
て
お
り
、
適
格
請
求
書
を
交
付
し
よ

う
と
す
る
課
税
事
業
者
は
、
所
轄
税
務
署

長
に
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
申

請
書（
以
下
、「
登
録
申
請
書
」と
い
う
）を

提
出
し
、
登
録
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、
国
内
に

お
い
て
課
税
資
産
の
譲
渡
等
を
行
っ
た
場

合
に
、
相
手
方（
課
税
事
業
者
に
限
る
）か

ら
適
格
請
求
書
の
交
付
を
求
め
ら
れ
た
と

き
は
、
適
格
請
求
書
の
交
付
お
よ
び
保
存

義
務
が
課
さ
れ
る
。

原
則
と
し
て
免
税
事
業
者
か
ら
の
課
税

仕
入
れ
に
つ
い
て
は
仕
入
税
額
控
除
が
適

用
で
き
な
く
な
る
が
、６
年
間（
２
０
２
３

年
10
月
１
日
～
２
０
２
９
年
９
月
30
日
）

は
、
一
部
仕
入
税
額
控
除
を
認
め
る
経
過
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措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

現
行
の「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方

式
」と「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
」と
の

主
な
違
い
は
図
表
１
の
と
お
り
で
あ
る
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
登
録
申
請
に
あ
た
っ
て

の
留
意
点

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
日（
２
０
２
３

年
10
月
１
日
）以
後
、
適
格
請
求
書
等
を

交
付
し
よ
う
と
す
る
課
税
事
業
者
は
、
あ

ら
か
じ
め
所
轄
税
務
署
長
に
登
録
申
請
書

を
提
出
し
登
録
を
受
け
る
必
要
が
あ
る

（
新
消
法
57
の
２
①
②
）。登
録
申
請
書
は
、

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
開
始
の
２
年
前

で
あ
る
２
０
２
１
年
10
月
１
日
か
ら
提
出

が
可
能
で
あ
る（
２
０
１
６
年
改
正
法
附

則
１
八
、
44
①
）。

　⑴　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録

の
任
意
性
と
登
録
の
要
否

適
格
請
求
書
を
交
付
で
き
る
の
は
、
登

録
を
受
け
た
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
に

限
ら
れ
る
が
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
登
録
を
受
け
る
か
ど
う
か
は
事
業
者
の

任
意
と
な
っ
て
い
る（
新
消
法
57
の
２
①
、

57
の
４
①
）。
た
だ
し
、
登
録
を
受
け
な

け
れ
ば
、
適
格
請
求
書
を
交
付
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
た
め
、
取
引
先
が
仕
入
税
額

控
除
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
こ
と

を
踏
ま
え
て
、
登
録
の
必
要
性
を
検
討
す

る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
適
格
請
求
書
発

行
事
業
者
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
適
格
請

求
書
発
行
事
業
者
の
義
務
を
果
た
す
必
要

が
あ
る
た
め
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
時

ま
で
に
準
備
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

①　

課
税
事
業
者

課
税
事
業
者
で
あ
っ
て
も
、
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
の
登
録
は
任
意
の
た
め
、

登
録
を
受
け
な
い
こ
と
も
認
め
ら
れ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
登
録
し
な
い
場
合
に

は
、
適
格
請
求
書
の
発
行
が
で
き
ず
取
引

先（
買
手
側
）に
お
い
て
仕
入
税
額
控
除
が

適
用
で
き
な
い
た
め
、
通
常
は
登
録
を
行

う
こ
と
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

登
録
が
必
要
で
な
い
ケ
ー
ス
と
し
て

は
、
た
と
え
ば
顧
客
が
消
費
者
や
免
税
事

業
者
の
み
で
あ
る
よ
う
な
場
合
や
、
海
外

の
関
係
会
社
に
対
し
輸
出
免
税
取
引
に
該

当
す
る
資
産
の
譲
渡
等
の
み
を
行
っ
て
い

る
場
合
の
よ
う
に
、
取
引
先
が
仕
入
税
額

控
除
を
適
用
す
る
必
要
が
な
い
ケ
ー
ス
が

考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
の
登
録
を
し
な
い
場
合
で
あ
っ
て

も
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
後
は
仕
入
税
額
控

除
の
計
算
に
お
い
て
適
格
請
求
書
か
否
か

の
識
別
等
の
制
度
変
更
に
つ
い
て
対
応
し

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

②　

免
税
事
業
者

免
税
事
業
者
の
場
合
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
以
後
は
適
格
請
求
書
の
発
行
が
で
き
な

い
た
め
、
取
引
先
が
仕
入
税
額
控
除
を
行

う
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
。
そ
の
た
め
、

取
引
先
か
ら
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

登
録
の
要
請
や
、
取
引
先
に
お
い
て
仕
入

税
額
控
除
不
可
と
な
る
金
額
相
当
額
の
値

下
げ
要
請
等
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
た
め

に
は
、課
税
事
業
者
と
な
る
必
要
が
あ
り
、

消
費
税
の
申
告
納
税
義
務
も
課
さ
れ
る
こ

と
に
な
る
。
取
引
先
と
取
引
を
継
続
す
る

う
え
で
の
登
録
の
必
要
性
、
適
格
請
求
書

の
発
行
に
伴
い
生
ず
る
シ
ス
テ
ム
改
修
等

の
費
用
や
消
費
税
の
申
告
納
税
義
務
等
も

考
慮
し
た
う
え
で
、
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
の
登
録
の
要
否
に
つ
い
て
検
討
が
必

要
で
あ
る
。

⑵　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
申
請
手
続

①　

課
税
事
業
者

イ　
登
録
申
請
手
続

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
受

（図表１）　適格請求書等保存方式適用前後の主な変更点
区分記載請求書等保存方式

（2019年10月１日～
2023年９月30日）

適格請求書等保存方式
（2023年10月1日～）

請求書等の
発行義務

（売手側）

・請求書等の交付義務なし ・適格請求書発行事業者は、
適格請求書等および適格
返還請求書の交付・保存
義務あり

・免税事業者は適格請求書
等の交付不可

仕入税額控除の
要件

（買手側）

・帳簿および請求書の保存
が要件

・免税事業者からの仕入れ
も仕入税額控除可能

・帳簿および適格請求書等
の保存が要件

・適格請求書等以外では仕
入税額控除不可（注）

消費税申告上の
税額計算

【売上税額】
原則：税率ごとの取引総額
からの割戻し計算
特例：請求書の税額の積上
げ計算

【売上税額】
変更なし（ただし、積上げ計
算は「適格請求書」の税額の
積上げ計算）

【仕入税額】
原則：税率ごとの取引総額
からの割戻し計算
特例：請求書の税額の積上
げ計算

【仕入税額】
原則：適格請求書の税額の
積上げ計算
特例：税率ごとの取引総額
からの割戻し計算
※　売上税額で積上げ計算（特例）
を選択した場合には、仕入税額計
算では割戻し計算の適用は不可

（注）　経過措置
適格請求書発行事業者以外が交付した請求書等でも、区分記載請求書の記載要件を満たすこ

とにより、下記一定割合の仕入税額控除が可能
・2023年10月１日から2026年９月30日まで：仕入税額相当額の80％
・2026年10月１日から2029年９月30日まで：仕入税額相当額の50％
・2029年10月１日以降：控除不可
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け
よ
う
と
す
る
事
業
者
は
、
所
轄
税
務
署

長
に
登
録
申
請
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ

る（
新
消
法
57
の
２
②
、「
消
費
税
の
仕
入

税
額
控
除
制
度
に
お
け
る
適
格
請
求
書
等

保
存
方
式
に
関
す
る
取
扱
通
達
の
制
定
に

つ
い
て（
法
令
解
釈
通
達
）」（
以
下
、「
イ
ン

ボ
イ
ス
通
達
」と
い
う
）２
─
１
）。
登
録

申
請
書
の
様
式
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の「
申
請
手
続
⑵
」に
お
い
て
公
表
さ
れ

て
お
り（
図
表
2
）、
登
録
申
請
書
は「
国

内
事
業
者
用
」と「
国
外
事
業
者
用
」に
区

分
さ
れ
て
い
る（
図
表
２
⑴
、⑵
）。
ま
た
、

個
人
事
業
者
ま
た
は
人
格
の
な
い
社
団
等

が
後
記
⑶
③
の
一
定
の
事
項
を
公
表
し
た

い
場
合
に
は
、
追
加
で
図
表
２
⑷
の
申
出

書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
。

登
録
申
請
書
は
、
ｅ
─
Ｔ
ａ
ｘ
を
利
用

し
て
も
提
出
で
き
、
希
望
す
る
場
合
は
、

登
録
後
の
登
録
通
知
も
電
子
デ
ー
タ
で
受

取
り
が
可
能
と
な
る
。
な
お
、
郵
送
等
に

よ
り
登
録
申
請
書
を
提
出
す
る
場
合
の
送

付
先
は
、
各
国
税
局
の
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録

セ
ン
タ
ー
と
な
っ
て
お
り（
所
轄
税
務
署

の
窓
口
お
よ
び
時
間
外
収
受
箱
へ
提
出
も

可
能
）、
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
セ
ン
タ
ー
の

所
在
地
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
特
設
サ
イ

ト
内「
申
請
手
続
」で
公
表
さ
れ
て
い
る

（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
２
）。

ロ　
登
録
申
請
日
に
関
す
る
経
過
措
置

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
が
開
始
す
る

２
０
２
３
年
10
月
１
日
ま
で
に
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
受
け
よ
う
と

す
る
事
業
者
は
、
そ
の
半
年
前
で
あ
る

２
０
２
３
年
３
月
31
日
ま
で
に
登
録
申
請

書
を
所
轄
税
務
署
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
44

①
）。た

だ
し
、
２
０
２
３
年
３
月
31
日
ま
で

に
登
録
申
請
書
を
提
出
で
き
な
か
っ
た
こ

と
に
つ
き
困
難
な
事
情
が
あ
る
場
合
に
、

２
０
２
３
年
９
月
30
日
ま
で
の
間
に
登
録

申
請
書
に
そ
の
困
難
な
事
情
を
記
載
し
て

提
出
し
、
税
務
署
長
に
よ
り
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
の
登
録
を
受
け
た
と
き
は
、

２
０
２
３
年
10
月
１
日
に
登
録
を
受
け
た

も
の
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り

（
２
０
１
８
年
改
正
令
附
則
15
）、「
困
難
な

事
情
」に
つ
い
て
は
、
そ
の
困
難
の
度
合

は
問
わ
な
い（
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
５
─
２
）

こ
と
か
ら
、
申
請
書
の
提
出
期
限
は
実
質

的
に
は
制
度
開
始
直
前
ま
で
に
緩
和
さ
れ

て
い
る
。

②　

免
税
事
業
者

イ　
原　
則

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
課
税
事
業
者

に
限
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
免
税
事
業
者
が

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
た
め
に

は
、
原
則
と
し
て「
消
費
税
課
税
事
業
者

選
択
届
出
書
」を
提
出
し
課
税
事
業
者
と

な
っ
た
う
え
で
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業

者
の
申
請
を
す
る
必
要
が
あ
る（
新
消
法

57
の
２
①
、
イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
１
）。

免
税
事
業
者
が
、
課
税
事
業
者
と
な
る
課

税
期
間
の
初
日
か
ら
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
に
な
ろ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
課
税

期
間
の
初
日
の
前
日
か
ら
起
算
し
て
１
カ

月
前
の
日
ま
で
に
登
録
申
請
書
を
所
轄
税

務
署
へ
提
出
す
る
必
要
が
あ
る（
新
消
法

57
の
２
②
、
新
消
令
70
の
２
）。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
っ
た
者

は
、
登
録
を
受
け
た
日
の
属
す
る
課
税
期

間
以
後
の
課
税
期
間
に
つ
い
て
は
、
事
業

者
免
税
点
制
度
の
適
用
は
受
け
ら
れ
な
い

こ
と
と
な
る（
新
消
法
９
①
）。

ロ　
特
例
（
２
０
２
３
年
10
月
１
日
の
属

す
る
課
税
期
間
中
に
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
の
登
録
を
受
け
る
場
合
）

免
税
事
業
者
が
２
０
２
３
年
10
月
１
日

の
属
す
る
課
税
期
間
中
に
適
格
請
求
書
発

行
事
業
者
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ

た
場
合
に
は
、
登
録
を
受
け
た
日
か
ら
課

税
事
業
者
と
な
る
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ

て
い
る（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
44
④
、

イ
ン
ボ
イ
ス
通
達
５
─
１
）。
こ
の
場
合

は
、
登
録
日
か
ら
課
税
事
業
者
と
な
る
た

め
、
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
の

提
出
は
不
要
で
あ
り
、
登
録
申
請
書
の
み

の
提
出
に
よ
り
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
登
録
が
可
能
で
あ
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問

８
）。

ハ　
簡
易
課
税
制
度
を
選
択
す
る
場
合
の

手
続

免
税
事
業
者
が
適
格
請
求
書
発
行
事
業

者
と
な
る
た
め
に
課
税
事
業
者
と
な
る
場

合
、
消
費
税
の
申
告
納
税
額
計
算
の
簡
便

性
お
よ
び
納
税
額
削
減
の
た
め
に
簡
易
課

税
制
度
の
選
択
を
検
討
す
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
簡
易
課
税
制
度
を
選
択
す
る
場

合
に
は
、
所
定
の
時
期
ま
で
に
選
択
届
出

書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
。
免
税
事
業

（図表２）　適格請求書発行事業者の申請等の様式
申請等の様式 提出するケース

⑴ 適格請求書発行事業者
の登録申請書（国内事業
者用）

国内事業者（居住者または内国法人）が、適格請求
書発行事業者の登録を申請する場合

⑵ 適格請求書発行事業者
の登録申請書（国外事業
者用）

国外事業者（非居住者または外国法人）が、適格請
求書発行事業者の登録を申請する場合

⑶ 適格請求書発行事業者
登録簿の登載事項変更
届出書

適格請求書発行事業者登録簿に登載された事項に
変更があったとき

⑷ 適格請求書発行事業者
の公表事項の公表（変
更）申出書

個人事業者または人格のない社団等が、国税庁
ホームページで一定事項の公表を希望する場合、
またはすでに公表されている事項を変更する場合
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者
が
、
前
記
②
ロ
の
経
過
措
置
の
適
用
を

受
け
、
登
録
日（
２
０
２
３
年
10
月
１
日
）

か
ら
課
税
事
業
者
と
な
る
場
合
に
、
登
録

日
の
属
す
る
課
税
期
間
中
に
そ
の
課
税
期

間
か
ら
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
を
受
け
る

旨
を
記
載
し
た「
消
費
税
簡
易
課
税
制
度

選
択
届
出
書
」を
所
轄
税
務
署
長
に
提
出

し
た
場
合
に
は
、
そ
の
課
税
期
間
の
初
日

の
前
日
に
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
届

出
書
を
提
出
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る

（
２
０
１
８
年
改
正
令
附
則
18
）。つ
ま
り
、

こ
の
場
合
、
２
０
２
３
年
10
月
１
日
の
属

す
る
課
税
期
間
か
ら
、
簡
易
課
税
制
度
の

適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る（
国
税
庁

Ｑ
Ａ
問
10
）。

③　

新
設
法
人
等
の
登
録
時
期
の
特
例

イ　
免
税
事
業
者
で
あ
る
新
設
法
人
の

　
場
合

免
税
事
業
者
で
あ
る
新
設
法
人
が
、
事

業
開
始（
設
立
）時
か
ら
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
の
登
録
を
受
け
る
た
め
に
は
、
設

立
後
、
そ
の
課
税
期
間
の
末
日
ま
で
に
、

課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
と
登
録
申
請
書

を
あ
わ
せ
て
提
出
す
る
こ
と
が
必
要
と
な

る（
消
法
９
④
、
消
令
20
一
、
新
消
令
70

の
４
、
新
消
規
26
の
４
、
イ
ン
ボ
イ
ス
通

達
２
─
２
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
12
）。

ロ　
課
税
事
業
者
で
あ
る
新
設
法
人
の

　
場
合

課
税
事
業
者
で
あ
る
新
設
法
人
が
、
事

業
開
始（
設
立
）時
か
ら
適
格
請
求
書
発
行

事
業
者
の
登
録
を
受
け
る
た
め
に
は
、
設

立
後
、
事
業
を
開
始
し
た
課
税
期
間
の
末

日
ま
で
に
、 

事
業
を
開
始
し
た
日
の
属
す

る
課
税
期
間
の
初
日
か
ら
登
録
を
受
け
よ

う
と
す
る
旨
を
記
載
し
た
登
録
申
請
書
を

所
轄
税
務
署
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
る

（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
12
）。

④　

登
録
国
外
事
業
者

消
費
者
向
け
電
気
通
信
利
用
役
務
の

提
供（
電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供
の
う

ち
、
事
業
者
向
け
電
気
通
信
利
用
役
務
の

提
供（
消
法
２
①
八
の
四
）以
外
の
も
の
）を

行
う
国
外
事
業
者
で
国
税
庁
長
官
に
よ
る

登
録
を
受
け
た
者（
以
下
、「
登
録
国
外
事

業
者
」と
い
う
）に
つ
い
て
は
、
２
０
２
３

年
９
月
１
日
に
お
い
て
登
録
国
外
事
業
者

で
あ
っ
た
者
は
、
原
則
と
し
て
２
０
２
３

年
10
月
１
日
に
適
格
請
求
書
発
行
事
業

者
の
登
録
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る

（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
45
①
）。
し

た
が
っ
て
、
登
録
国
外
事
業
者
は
、
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
後
自
動
的
に
適
格
請
求
書
発

行
事
業
者
と
な
り
、
課
税
事
業
者
か
ら
の

求
め
が
あ
っ
た
場
合
に
は
適
格
請
求
書
の

交
付
等
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
こ
と
を

望
ま
な
い
場
合
に
は
、所
定
の
時
期
ま
で
に

「
登
録
国
外
事
業
者
の
登
録
の
取
消
し
を

求
め
る
旨
の
届
出
書
」を
提
出
す
る
必
要
が

あ
る（
２
０
１
６
年
改
正
法
附
則
45
④
）。

⑵　

https://w
w
w
.nta.go.jp/taxes/shiraberu/

zeim
okubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice_shinei.htm

⑶　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
と
通
知

①　

登
録
と
通
知

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
に
係
る
登
録

申
請
書
の
提
出
を
受
け
た
税
務
署
長
は
、

登
録
拒
否
要
件
に
該
当
し
な
い
場
合
に

は
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
を

行
う
と
と
も
に
、
そ
の
旨
を
書
面
で
通
知

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る（
新
消
法
57
の

２
③
④
⑤
⑦
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
13
）。

な
お
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
の
通
知
に
つ
い
て
は
、
登
録
申
請
書
を

ｅ
─
Ｔ
ａ
ｘ
に
よ
り
提
出
し
て
、
登
録
通

知
に
つ
い
て
電
子
で
の
通
知
を
希
望
し
た

場
合
に
は
、
メ
ッ
セ
ー
ジ
ボ
ッ
ク
ス
に
登

録
番
号
等
が
記
載
さ
れ
た
登
録
通
知
書
が

デ
ー
タ
で
格
納
さ
れ
、そ
の
他
の
場
合
は
、

書
面
に
て
登
録
番
号
等
が
記
載
さ
れ
た
登

録
通
知
書
が
送
付
さ
れ
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ

問
３
）。

登
録
申
請
書
を
提
出
し
て
か
ら
登
録
の

通
知
を
受
け
る
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て

は
、
書
面
で
提
出
さ
れ
た
登
録
申
請
書
に

つ
い
て
は
１
カ
月
程
度
、
ｅ
─
Ｔ
ａ
ｘ
で

提
出
さ
れ
た
登
録
申
請
書
に
つ
い
て
は
２

週
間
程
度
の
期
間
が
見
込
ま
れ
て
い
る

（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
4
）。

②　

公
表
さ
れ
る
登
録
内
容
（
法
定
の

公
表
事
項
）

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
は
、

「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録
簿
」に
次

の
事
項
を
登
録
し
て
行
う
こ
と
と
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
当
該
登
録
簿
に
登
録
さ
れ

た
事
項
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
国

税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
さ
れ
る
こ

と
と
な
る（
新
消
法
57
の
２
④
⑪
、
新
消

令
70
の
５
①
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
20
）。

イ　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の「
氏
名

ま
た
は
名
称
」お
よ
び「
登
録
番
号
」

ロ　
登
録
年
月
日

ハ　
登
録
取
消
年
月
日
、登
録
失
効
年
月

日
ニ　
法
人（
人
格
の
な
い
社
団
等
を
除
く
）

に
あ
っ
て
は
、本
店
ま
た
は
主
た
る
事

務
所
の
所
在
地

ホ　
特
定
国
外
事
業
者（
国
内
に
お
い
て

行
う
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
事
務
所
そ

の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
を
国
内
に

有
し
な
い
国
外
事
業
者
を
い
う
）以
外

の
国
外
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、国
内
に

お
い
て
行
う
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
事

務
所
、事
業
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず

る
も
の
の
所
在
地

スポットライト
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③　

公
表
さ
れ
る
登
録
内
容
（
任
意
の

公
表
事
項
：
個
人
事
業
者
ま
た
は
人

格
の
な
い
社
団
等
）

前
記
⑶
②
の
公
表
事
項
以
外
に
、
個
人

事
業
者
ま
た
は
人
格
の
な
い
社
団
等
が
、

図
表
３
の
事
項
に
つ
い
て
公
表
す
る
こ
と

を
希
望
す
る
場
合
に
は
、
必
要
事
項
を
記

載
し
た「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
公

表
事
項
の
公
表（
変
更
）申
出
書
」（
図
表
２

⑷
）を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る（
国
税
庁
Ｑ

Ａ
問
２
）。

④　

登
録
番
号
の
構
成

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
番
号

の
構
成
は
、
次
の
と
お
り
と
さ
れ
る（
イ
ン

ボ
イ
ス
通
達
２
─
３
、国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
19
）。

イ　
法
人
番
号
を
有
す
る
課
税
事
業
者

「
Ｔ
」（
ロ
ー
マ
字
）＋
法
人
番
号（
数
字
13

桁
）

ロ　
前
記
イ
以
外
の
課
税
事
業
者（
個
人

事
業
者
、人
格
の
な
い
社
団
等
）

「
Ｔ
」（
ロ
ー
マ
字
）＋
数
字
13
桁
（注）

（注）　

13
桁
の
数
字
に
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
個
人
番
号
）

は
用
い
ず
、法
人
番
号
と
も
重
複
し
な
い
事
業
者
ご
と

の
番
号
と
な
る
。

⑤　

登
録
の
効
力

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
の
効

力
は
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録
簿

に
記
載
さ
れ
た「
登
録
日
」に
生
じ
る（
イ

ン
ボ
イ
ス
通
達
２
─
４
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問

５
）。
２
０
２
３
年
10
月
１
日
よ
り
前
に

登
録
の
通
知
を
受
け
た
場
合
で
も
、
登
録

の
効
力
は
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
日
の

２
０
２
３
年
10
月
１
日
に
生
じ
る
。
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
開
始
後
に
つ
い
て
は
、
課
税

期
間
の
途
中
で
あ
っ
て
も
、
登
録
申
請
書

を
提
出
し
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
６
）。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、
登
録
日

以
降
の
取
引
に
つ
い
て
適
格
請
求
書
の
交

付
義
務
が
生
じ
る
こ
と
と
な
る
。

⑷　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
後
に
変
更
が
生
じ
た
場
合

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
氏
名
ま
た

は
名
称
、
法
人
の
本
店
所
在
地
な
ど
の
法

定
の
公
表
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合

は
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
所
轄
税

務
署
長
に「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登

録
簿
の
登
載
事
項
変
更
届
出
書
」（
図
表
２

⑶
）を
速
や
か
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
る

（
新
消
法
57
の
２
⑧
）。

個
人
事
業
者
ま
た
は
人
格
の
な
い
社
団

等
に
つ
い
て
、
前
記
⑶
③
の
記
載
事
項
に

つ
い
て
公
表
し
て
い
る
場
合
に
、
そ
の
情

報
に
変
更
等
が
あ
っ
た
と
き
ま
た
は
公
表

を
し
な
い
こ
と
と
す
る
と
き
は
、
所
轄
税

務
署
長
に「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

公
表
事
項
の
公
表（
変
更
）申
出
書
」（
図
表

２
⑷
）を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る（
国
税
庁

Ｑ
Ａ
問
22
）。

前
記
書
類
の
提
出
に
よ
り
、
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
登
録
簿
の
情
報
お
よ
び
公

表
情
報
は
変
更
さ
れ
、
速
や
か
に
公
表
さ

れ
る（
新
消
法
57
の
２
⑨
）。 

⑸　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
取

り
や
め
、お
よ
び
効
力
の
失
効

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、
所
轄
税

務
署
長
に「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

登
録
の
取
消
し
を
求
め
る
旨
の
届
出
書
」

を
、
取
消
し
を
受
け
よ
う
と
す
る
課
税
期

間
の
前
課
税
期
間
の
末
日
か
ら
起
算
し
て

30
日
前
の
日
の
前
日
ま
で
に
提
出
す
る
こ

と
に
よ
り
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

登
録
の
効
力
を
失
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

（
新
消
法
57
の
２
⑩
一
）。
な
お
提
出
期
限

が
１
カ
月
前
で
は
な
く
30
日
前
と
な
っ
て

い
る
点
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者

の
義
務

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登
録
申
請

に
あ
た
り
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と

な
っ
た
場
合
の
義
務
を
確
認
し
、
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
開
始
ま
で
に
適
格
請
求
書
等
の

交
付
が
で
き
る
よ
う
に
準
備
す
る
必
要
が

あ
る
。

⑴　
適
格
請
求
書
等
お
よ
び
適
格
返

還
請
求
書
の
交
付
お
よ
び
保
存
義

務現
行
の
消
費
税
法
に
お
い
て
は
、
売
手

側
に
請
求
書
等
の
交
付
お
よ
び
保
存
義
務

は
課
し
て
い
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
買

手
側
が
仕
入
税
額
控
除
を
適
用
す
る
た
め

に
は
請
求
書
等
の
保
存
が
必
要
な
た
め
、

ビ
ジ
ネ
ス
上
は
一
定
の
記
載
事
項
を
満
た

し
た
請
求
書
等（
区
分
記
載
請
求
書
）を
交

付
し
て
い
る
の
が
実
情
で
あ
る
。

一
方
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
な
る
と
、

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
は
、
課
税
資
産

の
譲
渡
等
の
取
引
先
で
あ
る
課
税
事
業
者

に
対
し
適
格
請
求
書
等
、
お
よ
び
返
品
等

（図表３）　「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）
申出書」を提出する必要がある場合

事業者区分 公表を希望する事項

個人事業者 ・主たる屋号
・主たる事務所の所在地等
・通称（住民票に併記されている通称

に限る）（注）

・旧姓（旧氏）氏名（住民票に併記され
ている旧姓（旧氏）に限る）（注）

人格のない社団等 ・本店または主たる事務所の所在地

（注）　通称または旧姓（旧氏）氏名は、氏名として公表するか氏名と併記して公
表するかを選択できる。
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に
係
る
適
格
返
還
請
求
書
の
交
付
お
よ
び

保
存
義
務（
保
存
期
間
は
、
交
付
し
た
日

の
属
す
る
課
税
期
間
の
末
日
の
翌
日
か
ら

２
カ
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
７
年
間
）が

課
さ
れ
る（
新
消
法
57
の
４
①
③
⑥
、
新

消
令
70
の
13
）⑶
。
な
お
、
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
は
、
前
記
適
格
請
求
書
等
の

交
付
に
代
え
て
、電
磁
的
記
録（
電
子
デ
ー

タ
）を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
、
電
磁
的

記
録
の
保
存
も
認
め
ら
れ
る（
新
消
法
57

の
４
⑤
⑥
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
28
、
問
64
）。

⑶　

税
込
価
額
が
３
万
円
未
満
の
公
共
交
通
機
関
の
旅
客

の
運
送
料
等
、
事
業
の
性
質
上
適
格
請
求
書
を
交
付
す
る

こ
と
が
困
難
な
一
定
の
課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
つ
い
て

は
、適
格
請
求
書
の
交
付
義
務
が
免
除
さ
れ
て
い
る（
新
消

法
57
の
４
①
た
だ
し
書
、新
消
令
70
の
９
②
、新
消
規
26
の

６
、国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
23
、問
32
～
問
38
）。

⑵　
適
格
請
求
書
の
記
載
事
項

適
格
請
求
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
は
図

表
４
の
と
お
り
で
あ
り
、
現
行
の
区
分
記

載
請
求
書
と
比
較
し
、
太
字
の
項
目（
登

録
番
号
、
消
費
税
率
、
消
費
税
額
等
）が

記
載
す
べ
き
内
容
と
し
て
追
加
さ
れ
る

（
新
消
法
57
の
４
①
、国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
43
）。

こ
の
場
合
の
消
費
税
額
等
の
端
数
処
理

は
、
一
の
適
格
請
求
書
に
つ
き
、
税
率
ご

と
に
１
回
の
端
数
処
理
を
行
い（
イ
ン
ボ

イ
ス
通
達
３
─
12
）、
切
上
げ
、
切
捨
て
、

四
捨
五
入
な
ど
の
端
数
処
理
の
方
法
に
つ

い
て
は
、
任
意
の
方
法
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
と
さ
れ
て
い
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問

46
）。イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
開
始
後

の
仕
入
税
額
控
除

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
と
な
る
か
否

か
に
か
か
わ
ら
ず
、
消
費
税
の
申
告
義
務

を
有
す
る
課
税
事
業
者
は
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
開
始
後
の
仕
入
税
額
控
除
の
計
算
に
向

け
て
、適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
識
別
、

お
よ
び
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
か

ら
の
仕
入
税
額
控
除
の
計
算
に
対
応
す
る

必
要
が
あ
る
。

公
表
サ
イ
ト
で
は
、
利
用
者
が
適
格
請

求
書
発
行
事
業
者
の「
登
録
番
号
」を
確
認

す
る
際
の
利
便
性
に
配
意
し
、「
検
索
機

能
」、「
Ｗ
ｅ
ｂ
─
Ａ
Ｐ
Ｉ
機
能
」お
よ
び

「
デ
ー
タ
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
機
能
」が
提
供
さ

れ
る
予
定
で
あ
る
。
な
お
、「
Ｗ
ｅ
ｂ
─
Ａ

Ｐ
Ｉ
機
能
」お
よ
び「
デ
ー
タ
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
機
能
」で
提
供
す
る
デ
ー
タ
形
式
は
、

「
Ｃ
Ｓ
Ｖ
形
式
」、「
Ｘ
Ｍ
Ｌ
形
式
」お
よ
び

「
Ｊ
Ｓ
Ｏ
Ｎ
形
式
」に
対
応
す
る
と
し
て
い

る
。
ま
た
、「
Ｗ
ｅ
ｂ
─
Ａ
Ｐ
Ｉ
機
能
等
」

の
仕
様
書
が
公
開
さ
れ
⑷
、
こ
れ
ら
を
利

用
し
た
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
後
の
適
格
請
求

書
等
発
行
事
業
者
の
識
別
方
法
、
お
よ
び

仕
入
税
額
控
除
の
計
算
を
ど
の
よ
う
に
行

う
か（
シ
ス
テ
ム
対
応
を
ど
の
よ
う
に
行

う
か
）が
、
重
要
な
課
題
と
な
る
。

⑷　

Ｗ
ｅ
ｂ
─
Ａ
Ｐ
Ｉ
機
能
等
の
仕
様
書（https://w

w
w
.

nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeim
okubetsu/

shohi/keigenzeiritsu/invoice_shinei_api.htm

）

⑴　
仕
入
税
額
控
除
の
要
件

消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と
し

て
、
一
定
の
事
項
を
記
載
し
た
帳
簿
お
よ

び
請
求
書
等
の
保
存
が
必
要
で
あ
る
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
後
は
、
帳
簿
の
記
載

要
件
に
つ
い
て
は
基
本
的
に
は
現
行
と
同

様
で
あ
り
、
登
録
番
号
の
帳
簿
へ
の
記
載

は
求
め
ら
れ
て
い
な
い
。

一
方
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
後
に
保
存
が

必
要
な
請
求
書
等
に
つ
い
て
は
、
原
則
と

し
て
、
適
格
請
求
書
、
適
格
簡
易
請
求
書

等（
電
磁
的
記
録
を
含
む
）で
あ
る（
新
消

法
30
⑨
、
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
65
）⑸
。

ま
た
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外

の
者
か
ら
行
う
課
税
仕
入
れ
に
係
る
経
過

措
置
期
間（
２
０
２
３
年
10
月
１
日
か
ら

２
０
２
９
年
９
月
30
日
ま
で
）に
お
い
て
、

後
記
⑵
の
計
算
に
よ
る
仕
入
税
額
控
除
の

適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
区
分
記
載
請

求
書
等
保
存
方
式
に
お
け
る
仕
入
税
額
控

除
の
要
件
で
あ
る
請
求
書
等
、
お
よ
び
帳

簿（
経
過
措
置
適
用
の
旨
の
記
載
を
追
加
）

の
保
存
が
必
要
で
あ
る（
国
税
庁
Ｑ
Ａ
問

86
）。

⑸　

税
込
価
額
が
３
万
円
未
満
の
公
共
交
通
機
関
の
旅
客

の
運
送
料
、従
業
員
の
出
張
旅
費
等
、一
定
の
取
引
に
つ
い

て
は
、
一
定
の
事
項
を
記
載
し
た
帳
簿
の
み
の
保
存
で
仕

入
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
る（
新
消
令
49
①
、新
消
規
15
の

４
、国
税
庁
Ｑ
Ａ
問
79
）。

⑵　
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外

か
ら
の
仕
入
税
額
控
除
の
計
算

適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
以
外
の
者
か

ら
行
う
課
税
仕
入
れ
に
係
る
仕
入
税
額
控

除
制
度
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
３

年
10
月
１
日
か
ら
２
０
２
９
年
９
月
30
日

ま
で
は
一
定
の
金
額（
仕
入
税
額
相
当
額

の
80
％
ま
た
は
50
％
）を
消
費
税
額
と
み

な
し
て
仕
入
税
額
控
除
を
認
め
る
経
過

措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る（
図
表
１

（注）
参

照
）。こ

こ
で
注
意
が
必
要
な
の
は
、
控
除
で

き
な
い
20
％
相
当
額
ま
た
は
50
％
相
当

額
は
、
控
除
対
象
外
消
費
税
額
で
は
な

く
、
本
体
価
格
に
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ

る
。
こ
の
よ
う
に
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
後

に
仕
入
税
額
控
除
の
対
象
と
な
ら
な
い
金

（図表４）　適格請求書に記載すべき事項（2023年10月
１日以降）

① 適格請求書発行事業者の氏名または名称およ
び登録番号

② 課税資産の譲渡等を行った年月日

③ 課税資産の譲渡等に係る資産または役務の内容
（軽減対象資産である場合にはその旨）

④ 税抜価額または税込価額を税率ごとに区分した
合計額および適用税率

⑤ 税率ごとに区分した消費税額等

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名または名称

スポットライト



経理情報●2021.10.1（No.1623）62

額
は
、
控
除
対
象
外
消
費
税
で
は
な
く
本

体
価
格
と
し
て
法
人
税
の
課
税
所
得
計
算

を
行
う
こ
と
を
明
確
化
す
る
た
め
、「
消
費

税
法
等
の
施
行
に
伴
う
法
人
税
の
取
扱
い

に
つ
い
て（
法
令
解
釈
通
達
）」（
以
下「
消

費
税
経
理
通
達
⑹
」と
い
う
）が
２
０
２
１

年
２
月
に
改
正
さ
れ
、
原
則
と
し
て
、

２
０
２
３
年
10
月
以
後
の
国
内
に
お
い
て

法
人
が
行
う
資
産
の
譲
渡
等
、
課
税
仕
入

れ
等
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る（
消
費
税
経

理
通
達　

経
過
的
取
扱
い
⑴「
改
正
通
達

の
適
用
時
期
」）。

特
に
課
税
仕
入
れ
が
固
定
資
産
や
棚
卸

資
産
の
取
得
で
あ
る
場
合
に
は
、
正
し
く

税
抜
き
計
算
を
行
わ
な
い
と
減
価
償
却
計

算
や
期
末
棚
卸
資
産
の
計
算
に
も
影
響

し
、
法
人
税
の
課
税
所
得
が
正
し
く
計
算

さ
れ
な
い
可
能
性
が
あ
る
。
６
年
間
の
経

過
措
置
の
対
応
の
た
め
に
、
免
税
事
業
者

の
消
費
税
コ
ー
ド
を
設
け
て
、
課
税
仕
入

れ
の
都
度
正
し
い
税
抜
き
計
算
を
行
う
等

の
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

な
お
、
課
税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額

と
み
な
さ
れ
る
金
額
の
計
算
に
つ
い
て

は
、
事
業
者
の
そ
の
課
税
期
間
に
係
る
課

税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
の
計
算
方
法

が
、
次
の
い
ず
れ
の
場
合
で
あ
る
か
に
応

じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
方
法
に
よ
り
行
う
こ

と
と
さ
れ
て
い
る（
２
０
１
８
年
消
令
附

則
22
）。

①　

積
上
げ
計
算
に
よ
り
計
算
す
る

　

場
合

課
税
仕
入
れ
を
行
っ
た
都
度
、
課
税
仕

入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
み
な
さ
れ
る
金

額（
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
対
価
の
額

に
１
１
０
分
の
７
・
８（
軽
減
税
率
対
象
と

な
る
場
合
は
１
０
８
分
の
６
・
２
４
）を
乗

じ
た
金
額
の
80
％
（
２
０
２
３
年
10
月
１

日
か
ら
２
０
２
６
年
９
月
30
日
ま
で
）ま

た
は
50
％
（
２
０
２
６
年
10
月
１
日
か
ら

２
０
２
９
年
９
月
30
日
ま
で
）に
相
当
す

る
金
額
）を
算
出
し
、
そ
の
金
額
に
１
円

未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該

端
数
を
切
捨
て
、ま
た
は
四
捨
五
入
す
る
。

②　

総
額
割
戻
し
計
算
に
よ
り
計
算
す

る
場
合

そ
の
課
税
期
間
の
課
税
仕
入
れ
に
係

る
支
払
対
価
の
額
を
合
計
し
た
金
額
に

１
１
０
分
の
７
・
８（
軽
減
税
率
対
象
と
な

る
場
合
は
１
０
８
分
の
６
・
２
４
）を
乗
じ

た
金
額
の
80
％
（
２
０
２
３
年
10
月
１
日

か
ら
２
０
２
６
年
９
月
30
日
ま
で
）ま
た

は
50
％
（
２
０
２
６
年
10
月
１
日
か
ら

２
０
２
９
年
９
月
30
日
ま
で
）に
相
当
す

る
金
額
）を
算
出
し
、
そ
の
金
額
に
端
数

が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
端
数
を
切
り

捨
て
る
。

⑹　

h
ttp
s://w

w
w
.n
ta
.g
o
.jp
/law

/jo
h
o
-

zeikaishaku/hojin/210209/index.htm

⑶　
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
後
、
免
税
事

業
者
か
ら
課
税
仕
入
れ
を
行
っ
た

場
合
の
法
人
税
の
取
扱
い

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
後
、
経
過
措
置

期
間
で
あ
る
２
０
２
３
年
10
月
１
日
に
お

い
て
、
免
税
事
業
者
か
ら
減
価
償
却
資
産

を
取
得
し
た
場
合
の
計
算
例
は
設
例
の
よ

う
に
な
る（
国
税
庁「
令
和
３
年
改
正
消
費

税
経
理
通
達
関
係
Ｑ
＆
Ａ
⑺
」（
令
和
３
年

2
月
）（
以
下
、「
経
理
通
達
Ｑ
Ａ
」と
い
う
）

問
８
参
照
）。
な
お
、
会
計
ソ
フ
ト
が
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
に
対
応
し
て
い
な
い
な
ど

の
理
由
で
、
消
費
税
法
上
の
仕
入
税
額
控

除
の
対
象
と
な
る
仮
払
消
費
税
等
と
会
計

処
理
を
し
た
金
額
が
異
な
る
場
合
に
は
、

纐纈　明美（こうけつ・あけみ）
デロイト トーマツ税理士法人　間接税サー
ビス　マネージングディレクター
税理士
日系企業および外資系企業の国内および海
外取引に関する消費税の税務アドバイス業
務および税務コンプライアンス業務等に従
事している。
主な著書に、『組織再編・グループ内取引に
おける消費税の実務Q&A』（共著、中央経
済社、2012年）、『サプライチェーンにおけ
るグローバル間接税プランニング』（共著、
中央経済社、2018年）などがある。

（設例）　経過措置期間に免税事業者から減価償却資
産を取得した場合の計算例

＜前提条件＞
・2023年10月1日に、免税事業者から国内にある建

物を取得し、13,200,000円支払った。
・課税売上割合は50%
・建物は耐用年数20年の定額法により減価償却を行

う。
・9月決算法人

＜税務上の計算＞
①建物に係る仮払消費税等（地方消費税を含む）の
金額：
13,200,000円×10/110×80%＝960,000円

②資産に係る控除対象外消費税額等：
960,000円（①）×（１－課税売上割合50％）
＝480,000円

（損金経理を要件として５年以上の期間で損金の
額に算入される）

③上記②に係る当期の損金算入限度額：
480,000円（②）÷60×12×1/2＝48,000円

④建物の本体価格：
13,200,000円-960,000円（①）＝12,240,000円

⑤建物に係る減価償却限度額：
12,240,000円（④）×0.050＝612,000円

（出所）　経理通達ＱＡ問８を参考に筆者作成

税
務
調
整
が
必
要
と
な
る
ケ
ー
ス
が
生
じ

る
こ
と
と
な
る
。

⑺　

https://w
w
w
.nta.go.jp/law

/joho-zeikaishaku/
hojin/shouhizei_faq/index.htm
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